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2015 年では 33％減という結果が出ている [特許庁, 2017]。特にリーマンショック以
降は減少傾向が続いている。 
こうした中で、特許を逆に増やしているのが大学等の研究機関である。大学は 2004 
年の国立大学法人化以降、急激に増加している。2004 年は 4,604 件の出願数であった
が、2016 年は 7,223 件と 156％増となっている。科学研究費助成事業の金額は 2004 年



















出所：「特許行政年次報告書 2017 年版」2017,特許庁 
  
  
 - 6 - 
 









 第 4 章では、提示した仮説に対し、実際の組織研究を行う。インキュベーション施
設を持つ国立大学、ベンチャーキャピタルへのインタビューを行い、その結果を整理
することにより仮説を検証する。 
 第 5 章では、仮説の検証結果をふまえ、現行の大学発ベンチャーの課題を整理した
上で、提言を行い、本稿の結びとする。 
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第 2 章 大学発ベンチャーの概要 

















は 28,000 の特許を持っていたが、ライセンスされた特許は 5％以下であった。 
1980 年に民主党バーチ・バイ上院議員と共和党ロバート・ドール上院議員を中心と
した超党派議員により、研究をサポートする連邦政府機関のために統一された特許ポ


































同時期に立ち上げられた技術転機関（TTO)は、1980 年代までには 88 校、1990 年代
に 67 校、2000 年以降には 36 校が大学発ベンチャーのプログラムを設置している。 
[The Association of University Technology Managers, 2017]1980 年から 2000 年ま
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大学はイノベーションと経済改革のプロセスにおいて地域経済への役割も大きくな





また、1998 年にスタンフォード大学で検索エンジンの最大企業である Google 社（現
alphabet 社）が創業されている。また、2004 年にはハーバード大学ではソーシャルネ
ットワークの最大企業となる Facebook 社が創業されている。この２社だけでも米国経
済の雇用に貢献しており、Google 社はスタンフォード大学に株式により 336 百万ドル
の収益をもたらした。 
図表 2 全米での単年度単位の大学発ベンチャー起業数 
 
出所：AUTM FY2016 AUTM U.S. Licensing Activity Survey,FY2015 AUTM U.S. Licensing Activity 
Survey , FY2012 AUTM U.S. Licensing Activity Survey をもとに著者作成 
 
また、大学発ベンチャーにおいては、上述のように地方に分散していることは、AUTM
によると 2016 年度の起業数上位 20 校の大学の状況を見るとわかる。また、対象のプ












1994 1997 2003 2009 2011 2012 2013 2014 2015 2016
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University of California System カリフォルニア州 86 
University of Texas System テキサス州 33 
Stanford University カルフォルニア州 32 
Purdue Research Fdn. インディアナ州 27 
University System of Maryland メリーランド州 26 
Massachusetts Inst. of Technology (MIT) マサチューセッツ州 25 
Johns Hopkins University メリーランド州 22 
University of Washington/ Wash. Res. Fdn. ワシントン州 21 
Columbia University ニューヨーク州 20 
Brigham Young University ユタ州 19 
University of Minnesota ミネソタ州 17 
University of Florida フロリダ州 17 
University of Arizona アリゾナ州 14 
University of Iowa Research Fdn. アイオワ州 13 
Harvard University マサチューセッツ州 13 
Res. Fdn. for State University of New York ニューヨーク州 13 
University of Illinois, Chicago, Urbana イリノイ州 13 
Arizona State University アリゾナ州 13 
University of Pennsylvania ペンシルベニア州 13 
University of Pittsburgh ペンシルベニア州 13 
出所：「FY2016 AUTM U.S. Licensing Activity Survey」The Association of University Technology 
Managers, 2017 より著者作成 
 







れる。この組織は、ドイツ国内に 67 の研究所と 2.3 万人の職員を保持し、年間 20 億
ユーロの資金で応用研究を行っている。また、政策面での政府によるファンドも、





図表 4 国際的な大学発ベンチャー創業数 
 









2009 年時点で 2 兆 4000 億円（1 元＝17 円）を超える市場を創出している。 
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第 4節 日本の大学発ベンチャーに対する施策 
日本における大学発ベンチャーを開始する環境の整備は、1999 年の産業活力再生特























出所：「平成２8 年度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要」2017,経済産業省 産業技術環境局大学連携推
進室を基に作成 
 




















































いる。2017 年時点では６省庁 15 機関に支援する制度が準備しており、基礎研究から事
業化段階という死の谷からダーウィンの海までの範囲を支援する制度が確立している。 



















いている。この時点では TLO 等を経由する形での出資が可能であった。 




































1. Technology Commercialization Program（TCP） 
2. SUI による事業化可能性調査等の実施 
3. シード期の研究開発型ベンチャーに対する事業化支援 


















































4. 大学発ベンチャー表彰～Award for Academic Startups～ 


















































 - 20 - 
 
 
図表 9 研究開発型大学等発ベンチャーの設立推移 
 




出所：平成２8 年度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要, 経済産業省, 2017/4 
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第 3 章 大学発ベンチャーの課題 
第 1 節 研究の問題意識 
第 2 章で述べた通り、日本の大学発ベンチャーの推進政策は、1999 年の小渕内閣時
代に日本における経営資源の効率的な活用を通じて生産性の向上を実現すべく推
















社とハーバード大学発ベンチャーである Facebook 社が入っている。また、2017 年 12
月末時点の 2 社の株式時価総額で合計 1 兆 2422 億ドルの経済価値があり、合計 93,000
人の雇用を産み出している。また、研究開発費に関しては開発費上位 10 校だけで 175
億ドルが投入され、全米最大のカルフォルニア州立大学だけで 44 億ドルの研究開発費
を投下している。地域経済にも効果はあり、大学毎に地域クラスターが成立している。
例としてはテキサス州立大学が政府の研究機関である MCC（Microelectronics and 










































第 2節 リサーチクエスチョン及び仮説 























































 今回、インタビュー・事例研究の対象とした企業の選定条件は以下の 2 点である。 
① 大学発ベンチャーを大学側から支援する立場にある組織 
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第４章 仮説への考察 
第 1 節 インタビュー結果 





下には、2004 年 4 月に東京大学独自のベンチャーキャピタル・ファンド運営会社であ






1995 年 科学技術基本法施行 
1998 年 
投資事業有限責任組合法（ベンチャーファンド法）制定, 大学等技術移転促進法
（TLO 法）制定,(株)先端科学技術インキュベーションセンター,承認 TLO 認可取得 
1999 年 産業活力再生特別措置法（日本版バイドール法）制定 
2000 年 産業技術力強化法制定 
2001 年 産学連携に関する全学的検討開始,(財)生産技術研究奨励会承認 TLO 認可取得 
2002 年 産学連携推進室発足,知的財産基本法制定 




2005 年 東京大学アントレプレナー道場活動開始 
2006 年 
寄附及びライセンスに伴う株式等の取得取扱に関わる学内規則の制定,東京大学特
許公開情報 PP を HP に掲載,複数企業との共同研究創出プログラムを開始 
2008 年 研究ライセンス取扱ガイドライン制定及び、特許公開リスト掲載開始 
2009 年 UTEC2 号投資事業有限責任組合設立,ライセンスポリシー制定 
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2011 年 工学系大学院科目"Innovation and Entrepreneurship" 開講 
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では調査する機関が存在しておらず、継続的に調査しているデータはないと考えてい
る。ベンチャー学会で発表した資料にあるように、2015 年時点で 245 社の大学発ベン
チャーが確認されており、そのうち廃業が 4％となっており、生き延びている会社も多























































ような会社であることが要件としている。現状の累計で 60 数件、上場が 4 社、M&A が
6 社出ている。どんどん入れ替わっていくのが、理想だが若干長く平均 4 年位。重たい
技術を使った会社の場合は時間がかかっている。 
 まだまだ、ベンチャーキャピタルが充実していないということでベンチャーにお金
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本社所在地 東京都新宿区喜久井町 65 番地 糟屋ビル 3 階 
設立 1998 年 
代表者 瀧口 匡 代表取締役社長 
事業内容 ベンチャーキャピタル及びそれに付随する支援業務（特例法届
出者 2007 年 12 月） 
第二種金融取引業、投資運用業（関東財務局長（金商）第 2585
号） 
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第3項 GLOBAL CATALYST PARTNERS JAPAN 大澤弘治 マネージング・ディレクタ
ー 兼 共同創設者 
本項では、米国のシリコンバレーでベンチャーキャピタルを運営し、日本のイノベ
ーション促進および人材市場の活性化のために日本に進出してきた GLOBAL CATALYST 
PARTNERS JAPAN 社(GCPJ)を対象とする。Global Catalyst Partners（GCP）は 1999 年
に米国シリコンバーに創業し、これまでに 3 ファンドで総額約 3 億ドル（約 350 億円）
の資金を調達し、米国、イスラエル並びにアジアのアーリーステージのＩＴ関連ベン






Global Catalyst Partners Japan 投資事業有限責任組合 会社概要 
正式社名 Global Catalyst Partners Japan 投資事業有限責任組合 
本社所在地 東京都港区南青山１−１−１ 新青山ビル西館７階 
設立 2014 年 8 月  
Managing Director 大澤弘治、Kamran Elahian、Vijay Parikh、Art Schneiderman 
事業内容 ベンチャーキャピタル及びそれに付随する支援業務 
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度 東京大学アントレプレナー道場（第 13 期）の講義内容は以下の通りとなっている。 
１．起業論入門編（アントレプレナーシップ I）：毎週起業家をゲスト講師にお招きし
て、起業の経緯やリアルな事業の現場、研究とビジネスの違いやキャリアとしてのス
タートアップについてなどを学ぶ。7 回合計 10 人の起業家から講義を受ける形式。 
２．起業論基礎編（アントレプレナーシップ II）：事業計画作成と創業の基礎知識を
講義形式で学ぶ。第 1 回「イノベーションの担い手はスタートアップ」、第 2 回「誰
にどんな価値を届けるか」、第 3 回「勝ち残るための競争戦略」、第 4 回「ビジネス
プラン」「株式会社の仕組み」、第 5 回「資金の集め方」、第 6 回「ベンチャーにおけ
る財務や会計の基本」、第 7 回「会社設立時に用意すること」 
３．起業論応用編（アントレプレナーシップ III）：ワークショップ形式でビジネスア
イデアを議論しながらスタートアップの思考法を学ぶ。第 1 回「スタートアップのア
イデア」、第 2 回「ビジネスピッチの構成」、第 3 回「スタートアップの成長戦略」、
第 4 回「カスタマーヒアリング」、第 5 回「エレベータ・ピッチ」、第 6 回「投資家
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図表 11 人材獲得方法比較一覧 
項番 調達方式 能力 コスト 母集団 獲得時間 コメント 
1 知人 高 低 少 短 限られた人数となり、拡大は困難 
2 ビジネス SNS 
(例 LinkedIn) 
高 低 少 中 
LinkedIn は日本では 64 万人、人
材獲得の利活用実績は低い 
3 









ハローワーク 低 低 多 短 
利用者の条件と比較すると要件に
合わない 
6 学校（大学） 低 低 多 長 新卒では経験者もおらず厳しい 
7 
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2 項目の SNS 方式は今後、ベンチャーキャピタル等が経歴を見て、声がけを行う方
式は今後、成長してくる可能性はある。日本マイクロソフトの採用は直近より、
LinkedIn を活用している。自社の求める経歴に適した人材を一本釣りできる可能性は
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図表 12 大学発ベンチャーにおける経営人材育成イメージ 
 
著者作成 
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図表 13 大学発ベンチャー成長の 4 分類 
 
出所：Marion, Ewing「UNIVERSITY TECHNOLOGY TRANSFER THROUGH ENTREPRENEURSHIP:FACULTY AND 
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